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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、高度な情報力と専門性をもった集団として、戦略的な意思決定を行い経営環境の
変化に迅速に対応できる組織体制を構築し、グループ各社の経営管理を強化するとともに、企業として継続的な発展を図り、株主をはじめ社外に
対して迅速で正確な情報発信を行うことにより、社会から信頼される会社となることであります。また、監査体制の充実を図り、コーポレート・ガバナ
ンスの強化を経営上の重要な課題の一つと認識しており、経営の透明性と情報管理体制の強化及び法令遵守の徹底等を推進しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　2021年6月の改訂後のコードに基づき開示しております。

【補充原則２－４－１　多様性の目標および実績の開示】

　当社はこれまで、性別、国籍、新卒・中途採用を問わず、必要な人材を採用しております。その結果、女性従業員数は、全従業員の77％、管理
職の27％を占めております。また、中途採用の従業員数は、全従業員の79％、管理職の36％を占めております。

　当社では、今後の事業展開に必要な人材を採用することを、採用方針の主軸に置いております。採用判断は能力においてのみ行い、女性や外
国籍の社員の採用数を数値目標として持つという考えはございません。

　一方、女性従業員が能力を十分に発揮できるよう、柔軟な働き方ができる制度の設計、運営には長年取り組んでおります。今後も、企業価値の
向上を図るための人材育成及び社内環境の整備に引き続き努めて参ります。

【原則２－６　企業年金について】

　当社は現在、企業年金を運用していない為、アセットオーナーには該当しておりません。

【補充原則３－1－３　気候変動の影響に関する開示】

　当社は、長期持続的な成長を続けるため、当社グループの経営資源の育成をするとともに、気候変動を含む経営環境の変化や、私たちを取り
巻く経済の状況の変化に迅速に対応し、機敏な動きで事業の舵をとることが必要不可欠であると考えております。

　https://www.wdbhd.co.jp/ir/about/strategy.html

　また、「社会に果たすべき責任」として、「雇用の創出と仕事を通じた自己実現、環境保護、経済発展への貢献」を掲げております。

　https://www.wdbhd.co.jp/about/responsibility.html

　現在、当社は、気候変動に係るリスクと機会が当社の事業活動に与える影響について検証を進めており、今後必要に応じて、その情報を開示し
てまいります。

【補充原則４－２－１　経営陣の報酬制度】

　経営陣の報酬については、会社業績や経済情勢等を勘案したうえで、職責と成果を反映させた体系としております。今後、業績連動や自社株報
酬など、健全なインセンティブが機能する報酬について、必要に応じて検討してまいります。

【補充原則４－１１－１　スキルマトリックスの開示および他社での経営経験者の登用】

　当社の取締役会は、事業の経営に関する知識・経験・能力を十分に有する常勤取締役及び、各分野における専門知識、豊富な経験を有する独
立社外取締役で構成されており、全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性並びに規模が、当社の持続的な成長と中長期的な企業価
値向上の観点から最適になるよう努めております。その内訳は、添付のスキルマトリックスの通りであります。

　なお、取締役の選任に関する方針・手続については、【原則３－１】に記載のとおりです。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

　当社は、重要なお取引先・パートナーとして、保有先の企業価値向上並びに当社の中長期的な企業価値の向上の観点より有益と判断する株式
について、戦略的に保有することといたします。保有株式の定期的な見直しについては、個別に判断いたします。

〈議決権行使に関する基準〉

　当社は、政策保有株式の議決権行使にあたり、上記当社の持続的かつ中長期的な企業価値向上の観点から、個別具体的に判断しております。
また、当社は、子会社以外の株式を含めた投融資につきましては、取締役会の決議事項としております。

　

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、取締役会規則において、取締役に関する利益相反取引については、取締役会の承認を得なければならない旨定めております。

　また、主要株主等との取引については、取引内容の合理性及び妥当性を確認したうえで、担当取締役の事前の確認及び必要に応じて取締役会
の承認を求めております。

【原則３－１　情報開示の充実】

　(１)　会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　　当社は、企業理念を定めるとともに、事業戦略を策定し、当社ホームページで公表しております。

　　　https://www.wdbhd.co.jp/ir/about/strategy.html

　(２)　本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　　本報告書　1.基本的な考え方　をご参照ください。

　(３)　取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続

　　【方針】

　　　当社は、監査等委員でない取締役の報酬の決定については、月例の固定報酬と退職慰労金とし、他社水準、当社の業績、従業員給与の

　　水準を考慮し、経営能力、功績、貢献度などに応じて決定しております。

　　　監査等委員である取締役の報酬については、職責に照らしてその独立性を重視する観点から決定しています。

　　　経営陣幹部の報酬については、会社業績や経済情勢等を勘案したうえで、職責と成果を反映させた体系としています。

　　【手続】

　　　監査等委員でない取締役の報酬については、上記方針に基づき代表取締役が原案を策定し、取締役会で決定しております。

　　　監査等委員である取締役の報酬については、監査等委員である取締役の協議により、具体的な金額を決定しております。

　(４)　取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役である取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　　　経営陣幹部及び取締役候補者の選任方針については、所管する部署・事業に関し、戦略的かつ迅速な意思決定を行い、会社の価値を

　　最大化するとともに、リスク管理を行うことが出来る能力、知識、経験を有していることとの観点から、総合的に検討しております。

　　　社外取締役の候補者の指名にあたっては、会社法に定める社外要件及び東京証券取引所が定める独立性基準に加え、各分野における

　　専門知識、豊富な経験を有していることとの観点から総合的に検討しております。

　　　当社は、取締役をはじめ、経営陣幹部について、法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合

　　には、取締役会において当該取締役、経営陣幹部の役位の解職その他の処分について、審議の上決定いたします。

　(５)　取締役が上記(４)を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役・監査等委員である取締役の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　　　取締役は、経営陣幹部の選任と取締役・監査等委員である取締役の指名を行う際、取締役会において、個々の選任・指名について説明し

　　ております。社外役員については、個々の選任理由をコーポレート・ガバナンスに関する報告書及び株主総会招集通知に記載し、取締役・監

　　査等委員である取締役の選任・指名については、株主総会招集通知に略歴等を記載しております。

【補充原則４－１－１　取締役会の役割　責務】

　当社は、取締役会規則を設け、法令、定款、取締役会規則に基づき取締役会を運営しております。また、経営陣は、法令、定款、取締役会規則
に基づき定められた職務権限規程に従い、業務執行を行っております。

【補充原則４－２－２　サステナビリティの方針策定】

　当社は、サステナビリティを巡る取り組みに関する方針を、当社ホームページで公開しております。

　https://www.wdbhd.co.jp/sustainability/

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、独立社外取締役となる者の独立性判断基準を策定しており、会社法の要件、東京証券取引所の独立性判断基準に基づき、各分野にお
ける専門知識、豊富な経験を有していること等の観点から総合的に検討しております。

【補充原則４－１１－２　取締役会　監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

　当社は、取締役・監査等委員である取締役が他の上場企業の役員を兼任する場合、株主総会招集通知、有価証券報告書を通じて開示しており
ます。

【補充原則４－１１－３　取締役会の評価】

　当社は、2022年度における取締役会の実効性について分析・評価を行うため、取締役会において協議・作成した取締役会実効性評価に関する

アンケートに基づき、各取締役が自己評価を実施し、その結果に基づいて、取締役会において議論を行い、最終的な評価を行いました。

　その内容は以下の通りです。

1．分析・評価の方法

　取締役会実効性評価に関するアンケートの大項目は、次のとおりであり、各取締役がアンケート形式で5段階評価およびコメントによる評価を行

いました。

　その内容を元に、取締役会で議論をいたしました。

　・取締役会の構成

　・取締役会の運営

　・取締役会の議論・発言

　・取締役会事務局の役割

　・取締役会の議事進行

　・監査等委員による監査



　・中期経営計画

　・経営陣に対する監督

　・適切なリスクテイク

　・取締役へのトレーニング

　・経営陣の報酬制度

　・経営陣幹部・取締役の選任・解任

　・ステークホルダーとのコミュニケーション

　・サステナビリティについての取り組み

2．評価結果の概要

　各取締役の取締役会の実効性にかかる自己評価の結果、総合的に評価が高いことが確認されました。

　一方、相対的に優れているとの評価ではあるものの、取締役会実効性評価に関するアンケートにおいて、より実効性を高めるための指摘もなさ

れ、その例を挙げると、次のとおりです。

　・中期経営計画

　　進捗状況および計画との差異について、より実質的な議論を行っていくことが必要

　・サステナビリティについての取り組み

　　当社にとって、サステナビリティへどのように取り組んでいくことが最適なのか、これからも議論が必要

　今後も、同様の評価を年1回行うことによって、取締役会の実効性を評価・分析いたします。

【原則４－１４－２　取締役　監査等委員である取締役のトレーニング】

　当社は、【原則３－１－４】記載のとおり、当社の取締役・監査等委員である取締役として十分な知識・経験・能力を有する者を選任しております

が、更なる能力の向上や、当社事業を取り巻く環境の変化に対応するため、社内の会議および研修に参加する機会を提供することで、事業の状
況をより深く理解できる機会を持っております。また、外部セミナー、他団体との交流の機会を提供し、その費用については、会社負担としておりま
す。

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主、投資家との建設的な対話を促進する為に、以下の様な方針で取り組んでおります。

　(１)　IR担当役員の指定

　　　当社は、IR担当役員として、専務取締役を指定しております。

　(２)　社内組織の有機的な連携について

　　　当社は、経営企画部をIR窓口としております。経営企画部は、経営企画、財務、経理を統括する部署であり、経営企画部において、株主、

　　投資家の皆様からのお問合せの一次窓口、IR資料の作成、決算説明会、スモールミーティングの設定を行っております。

　　　なお、昨年度における、スモールミーティングの開催回数は、40回であります。

　(３)　個別面談以外の対話の手段の取り組み

　　　当社は、定時株主総会終了後に、事業説明会を開催し、広く株主、投資家の皆様への情報の開示を行っております。

　(４)　株主の意見、懸念、質問のフィードバック

　　　株主、投資家の皆様から頂いたご意見、ご懸念、ご質問等の内容については、必要に応じ、定期的に開催される経営幹部のミーティング

　　等で情報共有を図っております。なお、株主、投資家の皆様から頂いた主なご意見・ご質問については、以下の通りです。

　　・中長期経営計画の内容に関するご質問

　　・派遣スタッフに対する報酬アップの効果に関するご質問

　　・サービスのデジタル化の進捗状況に関するご質問

　　・顧客における派遣ニーズの動向に関するご質問

　　・事務職派遣の全国展開状況に関するご質問

　　・海外CROの状況に関するご質問

　　・配当などの株主還元に対するご意見

　(５)　インサイダー情報の管理

　　　当社は、インサイダー取引防止規程を定め、従業員に対する教育を実施しております。また、事業戦略、経営数字等については、情報を

　　一元管理し、インサイダー防止に努めております。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、営業利益率、経常利益率、ROEの３つを、収益力に関する指標として重視しております。

営業利益率については、人材サービス事業で１０％、CRO事業で２０％を維持することを目指しています。また、ROEについては、１５％以上を維持
することを目指しています。いずれも、短期的な高利益ではなく、長期にわたって持続的に利益額を成長させていくことを目指しております。

なお、資本コストについては、具体的な金額は開示していないものの、定期的に算定を行い、資本コストを上回る収益を得られていることについ
て、確認しております。

【補充原則５－２－１　事業ポートフォリオの方針】

　当社は、理学系人材サービス事業を中心とした事業を展開しており、CRO事業および工学系人材サービス事業を、次の柱として育成しておりま
す。また、中長期経営計画として、事務系人材サービス事業の全国展開に着手し、今後大きく成長させるための取り組みを行っております。また、
人材サービス事業、CROサービス事業のいずれについても、プラットフォームを通じてサービスを提供し、サービスの利便性や生産性を高めること
で、他社との差別化を目指しております。詳細は、以下をご参照ください。

https://www.wdbhd.co.jp/ir/about/strategy.html



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

中野商店株式会社 9,659,600 49.19

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 990,400 5.04

STATE STREET CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02 860,995 4.38

特定有価証券信託受託者　株式会社SMBC信託銀行 675,100 3.44

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 657,459 3.35

中野　敏光 600,000 3.06

大塚　美樹 480,000 2.44

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 462,400 2.35

日本生命保険相互会社 400,000 2.04

THE BANK OF NEW YORK 133652 333,400 1.70

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　2023年3月末日時点において、当社代表取締役社長中野敏光及び二親等内の親族並びに当社代表取締役社長中野敏光及び二親等内の親族
が議決権の過半数を所有する会社が、当社発行済株式総数の過半数を所有しております。

　今後、将来的に取引が発生する場合は、当社取締役会において審議の上、取締役会決議をもって決定いたします。

　(注)　自己株式420,949株を保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の子会社であるWDBココ株式会社は東証グロース市場に上場しております。

同社は、当社グループのCROセグメントに属しており、国内の製薬企業に対し安全性情報管理サービスを主軸としたCROサービスを提供する会社
と位置づけております。

　当社は、同社が独自の成長戦略等により企業価値を向上させていくことがグループの企業価値を向上する観点からも望ましいと考えており、上
場子会社の少数株主の保護及び上場会社としての独立性確保の観点から、同社の経営判断を重視した事業活動を展開することを尊重しており
ます。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

黒田　清行 弁護士

木村　裕史 弁護士

濱田　聡 公認会計士

有田　知德 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

黒田　清行 　 ○ ―――

　弁護士としての経験と見識が豊富であり、法
律の専門家として当社の経営全般に対して提
言をして頂くことにより、当社のコーポレート・ガ
バナンス強化が期待できるためです。

　また、当該社外取締役は当社の関係会社、
当社の主要な取引先の出身者等ではないた

め、取引所が定める独立性の基準を全て充足
しており、一般株主と利益相反が生じるおそれ
のない独立性の高い社外取締役です。

　当社は、黒田清行氏を独立役員として東京証
券取引所に届け出ております。

木村　裕史 　 ○ ―――

　弁護士としての経験と見識が豊富であり、法
律の専門家として当社の経営全般に対して提
言を頂くことにより、当社のコーポレート・ガバ
ナンス強化が期待できるためです。

　また、当該社外取締役は当社の関係会社、
当社の主要な取引先の出身者等ではないた

め、取引所が定める独立性の基準を全て充足
しており、一般株主と利益相反が生じるおそれ
のない独立性の高い社外取締役です。

　当社は、木村裕史氏を独立役員として東京証
券取引所に届け出ております。

濱田　聡 ○ ○ ―――

　公認会計士としての経験と見識が豊富であ

り、財務及び会計に関する高度な知見を有して
おり、専門的見地から社外取締役としての役割
を果たして頂くことが期待出来るためです。

　また、当該社外取締役は当社の関係会社、
当社の主要な取引先の出身者等ではないた

め、取引所が定める独立性の基準をすべて充
足しており、一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない独立性の高い社外取締役です。

　当社は、濱田聡氏を独立役員として東京証券
取引所に届け出ております。

有田　知德 ○ ○ ―――

　検事としての経験と見識が豊富であり、法律
の専門家として当社の経営全般に対して提言
を頂くことにより、当社のコーポレートガバナン
ス強化が期待できるためです。

　また、当該社外取締役は当社の関係会社、
当社の主要な取引先の出身者等ではないた

め、取引所が定める独立性の基準をすべて充
足しており、一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない独立性の高い社外取締役です。

　当社は、有田知德氏を独立役員として東京証
券取引所に届け出ております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　当社では、独立した組織として内部監査室が監査等委員会の職務を補助しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、会計基準に準拠した適正な表示を確実に行うべく、有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選任しております。監査等委員である取
締役と会計監査人との連携については、監査等委員である取締役が、当社と監査法人との会議に都度同席し、報告等に対しての意見交換を行っ
ております。

　内部監査部門である内部監査室とは、内部監査計画の策定後に打ち合わせを行い、内部監査計画に基づき、各部門監査に同席し監査を行い、
監査後の改善報告の確認をしております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　ストックオプション制度をはじめ、検討はしておりますが、具体的なものはありません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2023年3月期における取締役の報酬は、支給人員８名に対し、161,607千円を支給いたしました。

　(注)　上記報酬の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額24,182千円を含んでおります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬の総額は株主総会において決議し、取締役個人の報酬の額は、監査等委員でない取締役の報酬については取締役会の決議に
より、監査等委員である取締役の報酬については監査等委員である取締役の協議により決定しております。取締役会が取締役の報酬を決定する
にあたっての方針と手続きについては、コーポレート・ガバナンスコード【原則３－１】に記載の通りです。

　なお、株主総会の決議による取締役報酬限度額は、監査等委員でない取締役は、年額250,000千円以内（うち社外取締役50,000千円以内）（た
だし、使用人給与相当額は含まない。）、監査等委員である取締役は、年額50,000千円以内です。(2018年6月21日決議)。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役に対する情報伝達体制につきましては常勤取締役から、随時情報の提供を行っております。また、取締役会の資料の配付につきま
しては、経営企画部より事前に配付するように努めております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社における企業統治の体制は、高度な情報力と専門性をもった集団として、戦略的な意思決定を行い経営環境の変化に迅速に対応できる組
織体制を構築し、グループ各社の経営管理を強化するとともに、企業として継続的な発展を図り、株主をはじめ社外に対して迅速で正確な情報発
信を行うことにより、社会から信頼される会社となることを目指すものであります。また、監査体制の充実を図り、コーポレート・ガバナンスの強化を
経営上の重要な課題の一つと認識しており、経営の透明性と情報管理体制の強化及び法令遵守の徹底等を推進しております。

＜取締役会＞

　　当社の取締役会は、代表取締役１名、取締役6名の計7名で構成されており、内4名が社外取締役であり、経営に関する重要な意思決定や業

　務執行に関して、客観的かつ中立的な立場での意見を取り入れ、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関及び業務執行の管理監督と

　重要案件の審議決定、並びに当社グループの重要案件の監督を行い、コーポレート・ガバナンスの確立を図っております。取締役会は、毎月

　開催の定例取締役会の他、必要に応じて臨時に招集、開催しております。

＜監査等委員会＞

　　当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役3名により構成され、内2名が社外取締役であります。監査等委員会は、定期的に開催さ

　れ、監査等委員である取締役は、取締役会に出席するほか、各部門や子会社の監査を実施しております。監査等委員会は、監査方針の決

　定、監査内容のレビュー、会計監査人の報告に基づく審査等を行っております。

＜会計監査人＞

　　有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選任しております。会計監査人は当社の会計監査を行うとともに、グループ各社の会計監査を定

　期的に実施しております。

＜内部監査及び監査等委員である取締役の監査＞

　　当社の内部監査は、チェック機能の強化を図るため社長直轄組織である内部監査室に内部監査担当者を配置し、必要に応じて補助者を選

　任し、各部門や子会社に対して社内規程・法令等の遵守状況を実査又は書面監査により実施しております。　

　　当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役3名で構成され、内2名が社外取締役であります。なお、常勤監査等委員である取締役の

　鵜飼茂一は、税理士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。監査等委員会は、毎月開催され、必要に

　応じて臨時監査等委員会を開催し、監査等委員である取締役間の連携を強化し、監査の実効性を高めるべく、機関設計しております。

　　また、内部監査及び監査等委員である取締役の監査は、相互に連携を図り、効果的かつ効率的な監査が実施できるよう、監査計画の共

　有、意見交換、指摘事項及び改善状況の共有に努めるとともに、必要に応じて同行による実査を行い、相互協力と牽制を図っております。

＜社外取締役＞

　　当社の社外取締役は4名であります。当社と社外取締役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。社外

　取締役の黒田清行、木村裕史は弁護士であり、濱田聡は公認会計士、有田知徳は元検事であり弁護士です。社外取締役は、弁護士や公認

　会計士という立場から法律や会計の専門家として、公正かつ客観的な視点で、法令や定款の遵守並びに財務、会計等の妥当性・適正性を

　確保するための助言・提言を行っております。

＜役員の報酬等の額の決定に関する方針＞

　取締役の報酬の総額は株主総会において決議し、取締役個人の報酬の額は、監査等委員でない取締役の報酬については取締役会の

決議により、監査等委員である取締役の報酬については監査等委員である取締役の協議により決定しております。取締役会が取締役の報酬を

決定するにあたっての方針と手続きについては、コーポレート・ガバナンスコード【原則３－１】に記載の通りです。

　なお、株主総会の決議による取締役報酬限度額は、監査等委員でない取締役は、年額250,000千円以内（うち社外取締役50,000千円以内）

（ただし、使用人給与相当額は含まない。）、監査等委員である取締役は、年額50,000千円以内です。(2018年6月21日決議)。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、機関設計について監査等委員会設置会社を選択しております。監査等委員会設置会社は、取締役会の監査・監督機能の強化並びに
意思決定の迅速化が図られ、コーポレート・ガバナンスの一層の強化により、企業価値の向上を実現出来るものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定の定めよりも早期に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 可能な限り集中日を避けて株主総会の開催日を設定しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネット等による議決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームに参加し、株主の皆様が適切に議決権を行使できる環
境を整備しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社及び東京証券取引所のウェブサイトに招集通知の英訳版を掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ウェブサイトに掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、原則的に年2回（5月、11月）、決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、下記の情報について、ホームページに掲載しております。

(1)決算短信

(2)有価証券報告書

(3)決算説明資料

(4)招集通知

(5)事業報告書(中間期と期末)

(6)中長期経営計画

IRに関する部署（担当者）の設置
当社のIR担当部署は経営企画部となります。

【IR担当者】

経営企画部長　

その他 当社は定時株主総会終了後に、事業説明会を実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

グローバル憲章、コンプライアンスマニュアル

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ディスクロージャーポリシーの制定、運用



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　(１)　当社は、持株会社として当企業集団全体の法令等遵守の基本方針や行動基準等を明確にするため、コンプライアンス体制に関する

　　　規定（コンプライアンスマニュアル）と当企業集団の取締役及び使用人の行動規範として「WDBGグローバル憲章」を定め、法令遵守が

　　　すべての企業活動の基本であることを徹底する。

　(２)　コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス研修や委員会活動を通じて、コンプライアンス体制の構築及び運用の

　　　推進を図る。

　(３)　使用人等は、社内通報制度に基づき、当企業集団の事業活動に法令違反の疑義のある行為や当企業集団に損害を及ぼすような事

　　　実を発見した場合、コンプライアンス相談窓口に通報する。

　(４)　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫き、リスク管理規程及び対応マニュアル（コンプ

　　　ライアンスマニュアル・反社会的勢力対応マニュアル）の整備、外部専門機関との連携を図り、取引の防止に努める。

　

２.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理等に関する体制

　(１)　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社取締役会規程及び社内規程等に従い適切に保存及び管理の運用を実施

　　　し、必要に応じて運用状況の検証、各種規程等の見直し等を行うものとする。

　(２)　取締役又は監査等委員である取締役からの閲覧要請があった場合、当該情報を閲覧できる体制を敷く。

　

３.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　(１)　当社は取締役会がリスク管理に関する統制方針、体制に関する重要事項に関する審議を行い、リスク管理規程を定める。取締役会

　　　の決議事項及びリスク管理規程に基づき、コンプライアンス・リスク管理委員会においてリスク管理体制の構築及び運用の推進を図る。

　(２)　不測の事態が発生した場合、リスク管理規程に従い迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、最小限にとどめる体制を整備する。

４.　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　(１)　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制として、毎月開催の定例取締役会の他、必要に応じて臨時に取

　　　締役会を招集、開催し、取締役間の意思疎通と取締役相互の職務執行を監督することにより、迅速で適切な意思決定を行う。

　(２)　組織規程、職務権限規程、稟議規程により、取締役の担当する業務執行、チェック機能を明確にすることで、適正かつ効率的な意思

　　　決定を行える体制を整備する。

　

５.　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　(１)　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項については、毎月開催の取締役会又は子会社会議あるいは当社業務執行取締役、全子

　　会社の取締役、執行役員、支店責任者等が出席する会議を開催し、重要事項の審議、決定、報告を行う。

　(２)　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社が設置するコンプライアンス・リスク管理委員会は、子会社の業務について、取締役会の決議事項及びリスク管理規程に基づき、

　　リスク管理体制の構築及び運用の推進を図る。

　(３)　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　当社は、持株会社として子会社がその事業特性に応じた効率的な事業運営が行われるよう、経営管理、統括を行う。

　(４)　子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　子会社の業務執行の適正については、関係会社管理規程に従い管理し、内部監査室が内部監査規程等に準じ、監査等を行う。

　　子会社の取締役及び使用人は、社内通報制度に基づき、子会社の事業活動に法令違反の疑義のある行為や企業集団に損害を及ぼす

　ような事実を発見した場合、コンプライアンス相談窓口に通報する。

６.　監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を配置するものとし、詳細について

　は監査等委員である取締役と相談し、その意見を十分考慮する。

　

７.　６項の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

　　監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人として指名された者は、監査業務を補助するにあたり監査等委員である取締役か

　ら命令を受けた事項について、取締役の指揮・命令を受けない。

　

８.　監査等委員である取締役の６項の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査等委員である取締役の同意を必要とし、当該使用

　人の配置と人事上の独立性に関して十分な配慮を行う。

　

９.　監査等委員である取締役への報告に関する体制

　(イ)　取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告するための体制

　　　取締役及び使用人は、職務を遂行するにあたり、重要と認められる事象が生じた場合には、監査等委員である取締役に対し当該事象

　　を速やかに報告しなければならず、監査等委員である取締役の要請があれば必要な報告及び情報提供を行うとともに、必要に応じて監

　　査等委員である取締役からのヒアリングに応じる。監査等委員である取締役に対し、内部監査室から内部監査に関する報告を行う。

　(ロ)　子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員である取締役に報告するための体制

　　　子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、職務を遂行するにあたり、重要と認められる事象が生じた場合に

　　は、監査等委員である取締役に対し、当該事象を速やかに報告しなければならず、監査等委員である取締役の要請があれば必要な報告

　　及び情報提供を行うとともに、必要に応じて監査等委員である取締役からのヒアリングに応じる。　

10.　９項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　９項の報告をしたことを理由として、当社及び子会社は、当該報告者に対し、不利な取扱いをしない。

　

11.　監査等委員である取締役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生じる費用又は



　　　償還の処理に係る方針に関する事項

　　監査等委員である取締役が当社に対し、その職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続等の請求を行った場合、当社がその

　請求に係る費用又は債務が当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかにこれに応じる。

　

12.　その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会による監査やその他ヒアリング等の監査業務に協力する。

　　　監査等委員である取締役が毎月開催される取締役会・子会社会議等に出席し、取締役・執行役員等の業務報告や経営意思決定の審議

　　過程を確認し、必要によっては意見を述べるとともに、監査法人及び内部監査室と緊密な連携を保つことができる体制を確保することにより、

　　監査の実効性を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、反社会的勢力に対して毅然とした態度を貫き、「コンプライアンスマニュアル」および「反社会的勢力対応マニュアル」を整備し、これを社
内に周知・徹底しています。

　また、警察当局や弁護士等と連携を図りながら、必要に応じて関係部門との協議のうえ対応を行う体制をとり、取引の防止に努めております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



【模式図】現状のコーポレート・ガバナンス体制 

     

     

 

【模式図】会社情報の適時開示に係る社内体制 
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【模式図】　取締役会の構成（スキルマトリックス）
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